
政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

10 214 0 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

監査事務局長
齋藤　昇司

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 10 214 0

上乗 □ （ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 8 275 0

□ （ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

22 202 0 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

監査事務局長
齋藤　昇司

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 22 202 0

上乗 □ （ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 21 259 0

□ （ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

5 69 0 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

監査事務局長
齋藤　昇司

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 5 69 0

上乗 □ （ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 5 73 0

□ （ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

5 110 0 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

監査事務局長
齋藤　昇司

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 5 110 0

上乗 □ （ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 5 143 0

□ （ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

現状維持

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

現状維持

27年度以
降方向性

現状維持

275

説明欄：

説明欄：地方自治法等により定められている
業務である。

監査委員から
の事務局支援
に対する指摘
件数／財政援
助団体監査の
開催日数

26年度以
降方向性

827

27年度以
降方向性

467

486

281

27年度以
降方向性

27年度以
降方向性

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

486

3,394 3,878

全額補助 一部補助有 市全額

地方自治法第199条第7項の規定に基づ
く財政援助団体監査の運営を支援

484

直営（委託無）

意図
地方自治法等に則った財政援助団体監
査の運営が円滑に実施される。

467

手段
・

内容

対象 監査委員

努力義務的

事業
形態

財政援助団体
監査に伴う監
査委員の出席
日数

財政援助団体監
査の運営支援を
行った日数 484

4,780

根拠
法令
等

自主的 義務的

5,247

・地方自治法　第１９９条第７項

・東久留米市監査委員に関する条例

説明欄：

2,719

説明欄：地方自治法等により定められている
業務である。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

2,444

手段
・

内容

地方自治法第199条第1項及び第5項の
規定に基づく工事監査の運営を支援

3,486 3,972

監査委員から
の事務局支援
に対する指摘
件数／工事監
査の開催日数

281

・地方自治法　第１９９条第１項、第５項

・東久留米市監査委員に関する条例

監査委員

全額補助 一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

個別2-04

工事監査に伴
う監査委員の
出席日数

対象

個別2-03

監査事務局

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市全額

直営（委託無）

意図

2,123 2,404

地方自治法等に則った工事監査の運営
が円滑に実施される。

275

工事監査の運営
支援を行った日
数

281

281

説明欄：27年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

2,123 2,404

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

6,233 6,894

8,668637

全額補助

9,305

地方自治法等に則った例月出納検査の
運営が円滑に実施される。

661

意図

637

監査委員から
の事務局支援
に対する指摘
件数／例月出
納検査の開催
日数

対象 監査委員

例月出納検査
に伴う監査委
員の出席日数

7,064

例月出納検査の
運営支援を行っ
た日数

663 6,401
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

・地方自治法　第２３５条の２

・東久留米市監査委員に関する条例

市全額

663

661

9,203

説明欄：地方自治法等により定められている
業務である。

10,001

説明欄：

手段
・

内容

市監査委員に関する条例に基づき実施
された例月出納検査の運営を支援

831

6,603

現状維持

説明欄：地方自治法等により定められている
業務である。

事業
形態

直営（委託無）

意図
地方自治法等に則った決算審査の運営
が円滑に実施される。

798

市全額
決算審査に伴
う監査委員の
出席日数

説明欄：
現状維持

798

26年度以
降方向性

決算審査の運営
支援を行った日
数

監査委員から
の事務局支援
に対する指摘
件数／決算審
査の開催日数

7,430

監査委員

市独自上乗せ（上乗・横出）

6,781 7,612

個別2-02

事業
形態

・地方自治法　第２３３条第２項
　　同　　　　第２４１条第５項

・東久留米市監査委員に関する条例

831

827

27年度以
降方向性

現状維持

手段
・

内容

地方自治法第233条第2項及び第241条
第5項の規定に基づく決算審査の運営
を支援一部補助有

その他（　　　　　　　　　　　　　）

自主的 義務的 努力義務的

対象

説明欄：

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

個別2-01

監査事務局

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

監査活動支援の充実 施策番号・名 個別2 監査活動支援の充実

事務事業名

根拠
法令
等

全額補助

直営（委託無）

一部補助有

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

説明欄：地方自治法等により定められている
業務である。

説明欄：地方自治法等により定められている
業務である。

説明欄：地方自治法等により定められている
業務である。

27年度以
降方向性

現状維持 現状維持

説明欄：地方自治法等により定められている
業務である。

監査事業
（決算審査事務）

監査事業
（例月出 納検 査事
務）

監査事業（工事監査
事務）

監査事業
（財政援助団体監査
事務）

監査事務局

監査事務局

東久留米市



政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

監査活動支援の充実 施策番号・名 個別2 監査活動支援の充実

事務事業名

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

5 115 0 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

監査事務局長
齋藤　昇司

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 5 115 0

上乗 □ （ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 5 142 0

□ （ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

14 10 100 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

監査事務局長
齋藤　昇司

（ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 11 10 100

上乗 □ （ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 17 20 100

□ （ 日 ） （ 日 ） （ ％ ）

手段
・

内容

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図

説明欄：

・東京都市監査委員会規約
・関東都市監査委員会規約
・全国都市監査委員会会則 219 316 535 219

125

監査知識の向上等を図るとともに情報
を収集し、監査業務に活用する。

125

その他（　　　　　　　　　　　　　）

説明欄：

対象 監査委員

総会・研修開
催回数

定期総会及び監査委員研修会並びに職
員研修会に参加

27年度以
降方向性

現状維持 現状維持
27年度以
降方向性

207

26年度以
降方向性

説明欄：本市が会員都市となっている東京都
市・関東都市・全国都市監査委員会が開催す
る監査委員の研修事業である。

事業参加人員
事業参加人員
／対象者数

26年度以
降方向性

現状維持

516

660 785

207 309

個別2-06

監査事務局

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

事業
形態

全額補助 一部補助有 市全額

事業
形態

直営（委託無）

意図
地方自治法等に則った定期監査の運営
が円滑に実施される。

490 4,744

その他（　　　　　　　　　　　　　）

監査委員から
の事務局支援
に対する指摘
件数／定期監
査の開催日数

地方自治法第199条第1項及び第4項の
規定に基づく定期監査の運営を支援

507

説明欄：

・地方自治法　第１９９条第１項、第４項

・東久留米市監査委員に関する条例 509 3,638 4,147 509

手段
・

内容

5,234

3,542 4,049

現状維持

対象 監査委員

定期監査に伴
う監査委員の
出席日数

定期監査の運営
支援を行った日
数

現状維持現状維持
27年度以
降方向性

現状維持
説明欄： 26年度以

降方向性

507

490

説明欄：地方自治法等により定められている
業務である。

26年度以
降方向性

努力義務的

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

説明欄：本市が会員都市となっている東京都
市・関東都市・全国都市監査委員会が開催す
る監査委員の研修事業である。

27年度以
降方向性

現状維持

個別2-05

監査事務局

根拠
法令
等

自主的 義務的

説明欄：地方自治法等により定められている
業務である。

監査事業（定期監査
事務）

監査委員研修事業

東久留米市


